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                       資料４-１ 

令和５年度地域包括支援センターの事業評価について 

 

１ 目的 

地域包括支援センターは、センター業務等の実施を通じて、地域住民の心身の健康の保持及

び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包

括的に支援することを目的としております。 

地域包括支援センターが地域において求められる機能を十分に発揮するためには、業務の状

況を定期的に把握・評価し、事業の質の向上のために必要な改善を図っていく必要があること

から、「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」（平成２９

年法律第５２号）において、市町村や地域包括支援センターは、地域包括支援センターの事業

について評価を行うとともに、必要な措置を講じなければならないこととされています。（介護

保険法第１１５条の４６（地域包括支援センター）関係） 

このため、令和２年より全国統一の評価指標に基づき、個々の地域包括支援センターの事業

を評価することにより、地域包括ケアシステムの深化に向けた取組を加速させるものです。 

 

２ 令和５年度 米沢市及び全地域包括支援センターの評価指標 資料４－２ 

（１）評価の実施 

①「地域包括支援センター運営状況調査票(市町村・センター)」により実施 

②調査項目数及び評価指標数 

 

 

 

（２）調査対象期間（時点） 

令和４年度（一部の調査項目は令和５年４月末時点） 

（３）センター担当地区における高齢者数・センター職員１人あたり担当高齢者数 

センター名 

（担当地区） 

R５年４月末 

高齢者数 

 

R５年４月末 

３職種数 

（常勤換算数） 

 
１人あたり

高齢者数 

基準 

(高齢者数) 

おいたまの郷（東） 6,057 ÷ 5.0 ＝ 1,211 1,500 

サンファミリア米沢（中） 4,878 ÷ 4.0 ＝ 1,220 1,500 

成島園（北） 3,710 ÷ 4.0 ＝ 928 1,500 

社会福祉協議会（西・南） 10,395 ÷ 8.0 ＝ 1,299 1,500 

＊３職種数には、準ずる者を含む 

  

 調査項目数 うち評価指標対象数 

市（基幹型地域包括支援センター） ８２ ５９ 

地域包括支援センター（地域型） ６７ ５５ 
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（４）指標の未実施項目 

米沢市（基幹型地域包括支援センター）  未実施項目数：２項目 

１）指標１ページ  

（１）組織運営体制 

項番  市町村指標 回答 
全国調査

結果 

13 Q31 介護サービス情報公表システム等において、センタ

ーの事業内容・運営状況に関する情報公表をしてい

るか。 

× 85.8％ 

【回答理由】 

指標基準では、活用を推奨されている介護サービス情報公表システムの具体的な

公表項目は、「名称及び所在地、法人名、営業日及び営業時間、担当区域、職員体

制、事業の内容、活動実績」等とされているが、項目の全ては掲載していない。 

＊「介護サービス情報公表システム」は都道府県が管理。 

【今後の対応】情報の更新を行う 

登録情報の更新が行われていないことから、掲載内容を含め全センターの情報更

新に努める。 

２）指標３ページ  

（４）地域ケア会議 

項番  市町村指標 回答 
全国調査

結果 

47 Q69 センター主催及び市町村主催も含めた、地域ケア会

議の検討内容をとりまとめて、住民向けに公表して

いるか。 

× 16.4％ 

【回答理由】 

指標基準では、「公表の方法は問わず、頻度は年１回以上実施している場合に指標

の内容を満たしているものとして取り扱う」とされている。 

本市では、市主催にて自立支援型地域ケア会議（月２回）を開催しているほか、

センター主催にて、地域の共通的課題について検討する小地域ケア会議、個別事例

について多職種にて検討する個別地域ケア会議を随時開催しているが、個人情報を

取り扱う内容であることから、現在公表をしていない。 

【今後の対応】 公表に向けた検討を行う 

個別事例の検討を通じ把握された地域全体の共通的課題や、その改善・解決に向

けた情報提供や関係する事業の紹介等、公表に向けて検討する。 
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地域包括支援センター（地域型・４センター） 

未実施項目数：①１項目（成島園） ②５項目（社会福祉協議会） ③８項目（サンファミ

リア米沢） 

１）指標１ページ  

（１）組織運営体制 

項番  市町村指標 回答 
全国調査

結果 

7 Q16 ３職種（それぞれの職種の準ずる者は含まない）を

配置しているか。 
× 62.2％ 

【該当センター】サンファミリア米沢・成島園 

【回答理由】 

指標基準では、「３職種（それぞれの職種の準ずる者は含まない）がそれぞれ１名

以上配置されている場合に、指標の内容を満たしているものとして取り扱う」とさ

れている。 

サンファミリア米沢・成島園について、３職種（保健師・社会福祉士・主任介護支援

専門員）のうち、保健師ではなく、保健師に準ずる者（正看護師）を配置している。 

【今後の対応】 早期対応困難、現状の配置を維持する 

２センターの運営法人の職員採用・配置に関わることから、早期の対応は困難。 

なお、２センターとも、職員配置基準において示されている「保健師に準ずる者」

を配置し、運営上の問題はないことから、今後も現行の職員配置を認めるもの。 

＊「保健師に準ずる者」の資格要件等 

地域ケア、地域保健等に関する経験のある看護師。なお、この経験のある

看護師には准看護師は含まないものとする。 

なお、平成３１年度より、上記に加え、高齢者に対する公衆衛生業務経験

を１年以上有する者とする。 

平成３１年度 資格要件に追加に伴い本市の取扱いを以下のように整理、地域包括

支援センター運営協議会（介護保険運営協議会）の了承を得ている。 

〔本市の「保健師に準ずる者」の取扱い〕 

「公衆衛生業務」について厚生労働省より定義が示されておらず、国の Q＆A

において、「経験のあるとは、地域ケア、地域保健等の経験の趣旨であり、病棟

経験や急性期医療の経験の趣旨ではない」とされている。 

それらを踏まえ、本市においては、公衆衛生業務経験を「高齢者支援を含む

地域ケア（在宅ケア等）、地域保健（健康づくり・介護予防等）について、相談、

助言、指導等の経験」に読み替え、その経験を１年以上有する者とすることと

した。 

２）指標１ページ 

（１）組織運営体制 

項番  市町村指標 回答 
全国調査

結果 
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10 

 

 

Q19 

 

 

夜間・早朝の窓口（連絡先）を設置し、窓口を住民

にパンフレットやホームページ等で周知している

か 

× 72.5％ 

11 Q20 平日以外の窓口（連絡先）を設置し、住民にパンフ

レットやホームページ等で周知しているか 
× 75.5％ 

【該当センター】社会福祉協議会 

【回答理由】 

社協以外は特別養護老人ホームを併設しているため夜間・早朝を含めた２４時間

の連絡対応が可能であるが、社協は他の法人のような併設施設がなく、他のセンタ

ーと同様の対応が困難。 

【今後の対応】 今後も検討を求める 

窓口設置のほか、緊急連絡先の設定（携帯電話等への電話転送）等でも窓口（連

絡先）の設置とみなされることから、対応方法についての検討を求める。 

３）指標３ページ  

（４）地域ケア会議 

項番  市町村指標 回答 
全国調査

結果 

39 Q50 センター主催の地域ケア会議において、個別事例に

ついて検討している 
× 92.2％ 

40 Q53 センター主催の地域ケア会議において、多職種と連

携して、自立支援・重症化予防等に資する観点から

個別事例の検討を行い、対応策を講じているか 

× 83.4％ 

41 Q54 市町村から示された地域ケア会議における個人情

報の取扱方針に基づき、センターが主催する地域ケ

ア会議で対応しているか 

× 91.2％ 

42 Q55 センター主催の地域ケア会議において、議事録や検

討事項をまとめ、参加者間で共有しているか 
× 86.2％ 

43 Q56 地域ケア会議で検討した個別事例について、その後

の変化等をモニタリングしているか 
× 83.5％ 

44 Q51 センター主催の地域ケア会議において、地域課題に

関して検討しているか 
× 76.6％ 

45 Q57 センター主催の地域ケア会議における検討事項を

まとめたものを、市町村に報告しているか 
× 92.0％ 

【該当センター】 

サンファミリア米沢：Q50・Q53・Q54・Q55・Q56・Q51・Q57  

社会福祉協議会：Q50・Q53・Q56 

【回答理由】 

       サンファミリア米沢について、問題を抱える事例についての関係者との検討は行

っているが、関係者以外の知見を有する者や専門職等を含めた「個別地域ケア会議」
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開催までの必要性がないと判断し未開催。また、地域の関係者を含めた地域課題の

検討を行う「小地域ケア会議」についても未開催のため項目要件を満たせず。 

       社会福祉協議会についても、サンファミリア米沢と同様の理由により「個別地域

ケア会議」未開催のため項目要件を満たせず。 

【今後の対応】  

事例の具体的な状況等により、各地域包括支援センターにおいて、多職種での検

討が必要と判断した場合には「個別地域ケア会議」を開催し、自立支援に資するケ

アマネジメントの実践につなげる。 

また「小地域ケア会議」についても、個別事例を通じて把握された地域の共通的

課題の解決に向けた地域住民や関係者との連携構築、取り組みの支援等、地域全体

への支援につなげるよう可能な限り開催に努める。 

 

【参考】サービス担当者会議と個別地域ケア会議 

サービス担当者会議 項 目 個別地域ケア会議 

介護支援専門員 開催主体 地域包括支援センター（又は市町村） 

利用者の状況等に関する情報共有、サ

ービス内容の検討及び調整 等 

目 的 当事者（利用者）への支援内容の検討、

自立支援に資するケアマネジメントの

支援、ネットワーク構築、地域課題の

把握 等 

「指定居宅介護支援等の事業の人員及

び運営に関する基準」第１３条第９号 

根 拠 ○「地域支援事業の実施について」 

（厚生労働省老健局長通知） 

○「地域包括支援センターの設置運営

について」 

（厚生労働省老健局振興課長ほか

連名通知） 

介護支援専門員、ケアプランに位置付

けた居宅サービス等の担当者、インフ

ォーマルサービス提供者、主治医、本

人・家族 等 

参加者（例） センター職員、介護支援専門員、介護

サービス事業者、行政職員、保健医療

関係者、民生委員、住民組織、本人・

家族 等 

○サービス利用者の状況等に関する情

報共有 

○ケアプランに内容に関する専門的見

地からの意見聴取 等 

内 容 サービス担当者会議で解決が困難な課

題等について多職種で検討 

（例） 

○支援者が困難さを感じている事例 

○支援が必要と判断されるもサービス

につながっていない事例 

○権利擁護が必要な事例 

○地域課題に関する事例 等 
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３ 評価結果 

市（基幹型地域包括支援センター）及び委託の地域包括支援センター（地域型）について、

評価指標項目において未実施（未達成）項目があるものの、全国及び県平均値を超えた結果

となっており、運営上の大きな課題はないものと判断します。 

地域包括支援センター（地域型）における組織運営体制（３職種配置）については、セン

ター設置法人に対し、特に保健師の配置について理解を求めるとともに、今後も保健師に準

ずる者（正看護師）の配置を可とし、職員の配置要件を満たすための協力を求めていきます。 

その他、地域ケア会議については、会議の主催者である各センターにおいて、介護支援専

門員からの担当する事例の相談対応から始まり、その事例の状況等を踏まえ、多職種による

検討の必要性があると判断した場合の開催であることから、毎年異なる評価結果となってい

ます。 

ただし、地域ケア会議は、専門職協働のもと、公的サービスのみならず他の社会資源も積

極的に活用しながら、高齢者個人の課題分析と在宅生活の限界点の上げるための支援の充実

に向けた検討を行い、これら個人事例の検討の積み重ねを通じて、高齢者の自立支援に資す

るケアマネジメントを地域全体に普及することにより、地域で高齢者を支えるネットワーク

を強化するとともに、高齢者の自立を支援するための具体的な地域課題やニーズを政策提言

として行政に吸い上げ、社会基盤整備につなげる一つの手法とされています。その趣旨を踏

まえ、各センターにおいて開催されるようセンターとの協議、検討を行ってまいります。 



令和５年度 米沢市及び全地域包括支援センターの評価指標

該当す
るもの
に○

全国調
査結果

おいた
まの郷

サンファ
ミリア

社協 成島園
全国調
査結果

１　組織・運営体制等
(1)　組織運営体制

1 Q19 運営協議会での議論を経て、センターの運営方
針を策定し、センターへ伝達しているか。

○ 72.8%
1 Q11 市町村が定める運営方針の内容に沿って、セン

ターの事業計画を策定しているか。
○ ○ ○ ○ 95.1%

2 Q20 年度ごとのセンターの事業計画の策定に当た
り、センターと協議を行っているか。

○ 77.1%

2 Q11-1 事業計画の策定に当たって、市町村と協議し、市
町村から受けた指摘がある場合、これを反映して
いるか。
（Q11で「〇」の場合のみ回答する欄です。Q11で
「×」の場合は、「×」を選択してください）

○ ○ ○ ○ 88.9%

3 Q21 前年度における運営協議会での議論を踏まえ、
センターの運営方針、センターへの支援・指導
の内容を改善したか。

○ 49.3%

3 Q12 市町村の支援・指導の内容により、逐次、セン
ターの業務改善が図られているか。 ○ ○ ○ ○ 96.6%

4 Q22 市町村とセンターの間の連絡会合を、定期的に
開催しているか。 ○ 87.3%

4 Q13 市町村が設置する定期的な連絡会合に、毎回、
出席しているか。 ○ ○ ○ ○ 94.3%

5 Q23 センターに対して、担当圏域の現状やニーズの
把握に必要な情報を提供しているか。

○ 97.4%
5 Q14 市町村から、担当圏域の現状やニーズの把握に

必要な情報の提供を受けているか。
○ ○ ○ ○ 97.7%

6 Q15 把握した担当圏域の現状やニーズに基づき、セ
ンターの取組における重点項目を設定している
か。

○ ○ ○ ○ 87.0%

6 Q24 センターに対して、介護保険法施行規則に定め
る原則基準に基づく３職種の配置を義務付けて
いるか。

○ 93.9%

7 Q25 センターにおいて、3職種（それぞれの職種の準
ずる者は含まない）が配置されているか。 ○ 74.8%

7 Q16 3職種（それぞれの職種の準ずる者は含まない）
を配置しているか。 ○ × ○ × 62.2%

8 Q26 センターの３職種（準ずる者含む）一人当たり高
齢者数（圏域内の高齢者数／センター人員）の
状況が1,500人以下であるか。

○ 62.6%

9 Q27 センター職員の資質向上の観点から、センター
職員を対象とした研修計画を策定し、年度当初
までにセンターに示しているか。

○ 51.4%

8 Q17 市町村から、年度当初までに、センター職員を対
象とした研修計画が示されているか。 ○ ○ ○ ○ 73.3%

9 Q18 センターに在籍する全ての職員に対して、セン
ターまたは受託法人が、職場での仕事を離れて
の研修（Off-JT）を実施しているか。

○ ○ ○ ○ 80.5%

10 Q28 センターに対して、夜間・早朝の窓口（連絡先）
の設置を義務付けているか。 ○ 77.1%

10 Q19 夜間・早朝の窓口（連絡先）を設置し、窓口を住
民にパンフレットやホームページ等で周知してい
るか。

○ ○ × ○ 72.5%

11 Q29 センターに対して、平日以外の窓口（連絡先）の
設置を義務付けているか。 ○ 79.8%

11 Q20 平日以外の窓口（連絡先）を設置し、窓口を住民
にパンフレットやホームページ等で周知している
か。

○ ○ × ○ 75.5%

12 Q30 市町村の広報紙やホームページなどでセンター
の周知を行っているか。

○ 96.5%
12 Q21 パンフレットの配布など、センターの周知を行って

いるか。
○ ○ ○ ○ 97.7%

13 Q31 介護サービス情報公表システム等において、セ
ンターの事業内容・運営状況に関する情報を公
表しているか。

× 85.8%

12 10.1 12 11 10 11 10.2

92.3% 77.4% 100.0% 91.7% 83.3% 91.7% 85.1%

市町村指標 センター指標

平均点数・個数 平均点数・個数

平均点数・％ 平均点数・％

資料4-2

　地域包括支援センターの評価指標は、センターの効果的な評価を通じて、センターの機能強化を進める目的で設定されていま

す。また、センターの機能を向上させるためには、市町村とセンターの連携強化が欠かせないことから、評価においてはセンターに対す

る評価とあわせて、市町村の関わりについて点検を行うこととされています。

　本市においては、個別の担当地区を持たず、市業務と一体化している基幹型センター（地域の中で基幹的な役割を担い、セン

ター間の総合調整や後方支援などの機能を有するセンターで高齢福祉課地域包括支援担当として設置）の評価は市町村として

評価を行います。

　その他の市内４法人に委託をしている個別の担当地区を持つ地域型センターは、各々１箇所ごとの評価を行います。
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(2)　個人情報の保護

14 Q32 個人情報保護に関する市町村の取扱方針をセ
ンターに示しているか。 ○ 95.5%

13 Q22 個人情報保護に関する市町村の取扱方針に従っ
て、センターが個人情報保護マニュアル（個人情
報保護方針）を整備しているか。

○ ○ ○ ○ 94.5%

15 Q33 個人情報が漏えいした場合の対応など、セン
ターが行うべき個人情報保護の対応について、
センターへ指示しているか。

○ 86.0%

14 Q23 個人情報が漏えいした場合の対応など、市町村
から指示のあった個人情報保護のための対応
を、各職員へ周知しているか。

○ ○ ○ ○ 91.5%

15 Q24 個人情報保護に関する責任者（常勤）を配置して
いるか。

○ ○ ○ ○ 95.1%

16 Q25 個人情報の持出・開示時は、管理簿への記載と
確認を行っているか。

○ ○ ○ ○ 76.7%

16 Q34 センターからの個人情報漏えい等の報告事案
に対し、対応策を指示・助言しているか。

○ 91.2%

3 2.7 4 4 4 4 3.6

100.0% 90.9% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 89.5%
(3)　利用者満足の向上

17 Q35 苦情内容の記録等、苦情対応に関する市町村
の方針をセンターに示しているか。 ○ 86.2%

17 Q26 市町村の方針に沿って、苦情対応体制を整備し、
苦情内容や苦情への対応策について記録してい
るか。

○ ○ ○ ○ 97.3%

18 Q36 センターが受けた介護サービスに関する相談に
ついて、センターから市町村に対して報告や協
議を受ける仕組みを設けているか。

○ 96.4%

18 Q27 センターが受けた介護サービスに関する相談に
ついて、市町村に対して報告や協議を行う仕組
みが設けられているか。

○ ○ ○ ○ 97.2%

19 Q37 相談者のプライバシーが確保される環境整備
に関する市町村の方針をセンターに示している
か。

○ 82.8%

19 Q28 相談者のプライバシー確保に関する市町村の方
針に沿い、プライバシーが確保される環境を整備
しているか。

○ ○ ○ ○ 96.8%

3 2.7 3 3 3 3 2.9

100.0% 88.5% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 97.1%

18 15.4 19 18 17 18 16.7

94.7% 85.6% 100.0% 94.7% 89.5% 94.7% 90.6%
２　個別業務

(1)　総合相談支援業務

20 Q38 市町村レベルの関係団体（民生委員等）の会議
に、定期的に参加しているか。

○ 87.9%

20 Q29 地域における関係機関・関係者のネットワークに
ついて、構成員・連絡先・特性等に関する情報を
マップまたはリストで管理しているか。

○ ○ ○ ○ 94.9%

21 Q39 センターと協議しつつ、センターにおいて受けた
相談事例の終結条件を定めているか。 ○ 55.1%

21 Q30 相談事例の終結条件を、市町村と共有している
か。 ○ ○ ○ ○ 79.1%

22 Q40 センターにおける相談事例の分類方法を定め
ているか。

○ 91.5%
22 Q31 相談事例の分類方法を、市町村と共有している

か。
○ ○ ○ ○ 95.3%

23 Q41 １年間におけるセンターの相談件数を把握して
いるか。

○ 98.0%
23 Q32 １年間の相談件数を市町村に報告しているか。

○ ○ ○ ○ 98.6%

24 Q42 センターからの相談事例に関する支援要請に
対応したか。

○ 96.5%

24 Q33 相談事例解決のために、市町村への支援を要請
し、その要請に対し市町村からの支援があった
か。

○ ○ ○ ○ 96.4%

25 Q43 センターが対応した家族介護者からの相談につ
いて、相談件数・相談内容を把握しているか。 ○ 92.1%

25 Q34 家族介護者からの相談について、相談件数や相
談内容を記録等に残して取りまとめているか。 ○ ○ ○ ○ 91.9%

6 5.2 6 6 6 6 5.6

100.0% 86.9% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 92.7%
(2)　権利擁護業務

26 Q45 成年後見制度の市町村長申し立てに関する判
断基準をセンターと共有しているか。

○ 84.2%
26 Q36 成年後見制度の市町村長申し立てに関する判断

基準が、市町村から共有されているか。
○ ○ ○ ○ 86.8%

27 Q46 高齢者虐待事例及び高齢者虐待を疑われる事
例への対応の流れを整理し、センターと共有し
ているか。

○ 94.7%

27 Q38 高齢者虐待事例及び高齢者虐待を疑われる事
例への対応の流れについて、市町村と共有して
いるか。

○ ○ ○ ○ 98.0%

28 Q47 センターまたは市町村が開催する高齢者虐待
防止に関する情報共有、議論及び報告等を行
う会議において、高齢者虐待事例への対応策
を検討しているか。

○ 96.2%

28 Q39 センターまたは市町村が開催する高齢者虐待防
止に関する情報共有、議論及び報告等を行う会
議において、高齢者虐待事例への対応策を検討
しているか。

○ ○ ○ ○ 97.7%

29 Q48 消費生活に関する相談窓口及び警察に対し
て、センターとの連携についての協力依頼を
行っているか。

○ 84.0%

29 Q40 消費者被害に関し、センターが受けた相談内容
について、消費生活に関する相談窓口または警
察等と連携の上、対応しているか。

○ ○ ○ ○ 92.3%

30 Q41 消費者被害に関する情報を、民生委員・介護支
援専門員・ホームヘルパー等へ情報提供する取
組を行っているか。

○ ○ ○ ○ 86.6%

4 3.6 5 5 5 5 4.6

100.0% 89.8% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 92.3%

平均点数・％ 平均点数・％

１　組織運営体制等　計　点数：個数 １　組織運営体制等　計　平均点数：個数

１　組織運営体制等　計　点数：％ １　組織運営体制等　計　平均点数：％

平均点数・個数 平均点数・個数

平均点数・％ 平均点数・％

平均点数・個数 平均点数・個数

平均点数・個数 平均点数・個数

平均点数・％ 平均点数・％

平均点数・個数 平均点数・個数

平均点数・％ 平均点数・％
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(3)　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

30 Q49 日常生活圏域ごとの居宅介護支援事業所の
データを把握し、センターに情報提供している
か。

○ 82.7%
31 Q42 担当圏域における居宅介護支援事業所のデータ

を把握しているか。 ○ ○ ○ ○ 94.0%

31 Q50 センターと協議の上、センターが開催する介護
支援専門員を対象にした研修会・事例検討会
等の開催計画を作成しているか。

○ 72.3%

32 Q43 介護支援専門員を対象にした研修会・事例検討
会等の開催計画を策定し、年度当初に、指定居
宅介護支援事業所に示しているか。

○ ○ ○ ○ 76.9%

32 Q51 介護支援専門員を対象に、包括的・継続的ケア
マネジメントを行うための課題や支援などに関
するアンケートや意見収集等を行い、センター
に情報提供を行っているか。 ○ 54.0%

33 Q44 介護支援専門員に対するアンケート・意見収集等
についての市町村からの情報提供や、市町村に
よる研修会の内容等を踏まえ、地域の介護支援
専門員のニーズや課題に基づく事例検討会や、
個別事例を検討する地域ケア会議等を開催して
いるか。

33 Q52 地域の介護支援専門員の実践力向上を図るこ
となどを目的とした、地域ケア会議や事例検討
等を行うことができるように、センター職員を対
象とした研修会を開催しているか。

○ 56.3%

34 Q53 介護支援専門員のニーズに基づいて、多様な
関係機関・関係者との意見交換の場を設けてい
るか。

○ 81.6%

34 Q45 担当圏域の介護支援専門員のニーズに基づい
て、多様な関係機関・関係者との意見交換の場を
設けているか。

○ ○ ○ ○ 86.1%

35 Q46 介護支援専門員が円滑に業務を行うことができ
るよう、地域住民に対して介護予防・自立支援に
関する意識の共有を図るための出前講座等を開
催しているか。

○ ○ ○ ○ 82.1%

35 Q54 センターが介護支援専門員から受けた相談事
例の内容を整理・分類した上で、経年的に件数
を把握しているか。

○ 75.9%

36 Q47 介護支援専門員から受けた相談事例の内容を整
理・分類した上で、経年的に件数を把握している
か。

○ ○ ○ ○ 81.4%

6 4.2 6 6 6 6 5.1

100.0% 70.5% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 85.0%
(4)　地域ケア会議

36 Q55 地域ケア会議が発揮すべき機能、構成員、スケ
ジュールを盛り込んだ開催計画を策定し、セン
ターに示しているか。

○ 69.8%

37 Q48 地域ケア会議が発揮すべき機能、構成員、スケ
ジュール等を盛り込んだ開催計画が市町村から
示されているか。

○ ○ ○ ○ 85.6%

37 Q55-1 地域の医療・介護・福祉等の関係者に、策定し
た地域ケア会議の開催計画を周知しているか。
　（Q55で「１」（○）の場合のみ回答する欄です。
Q55で「×」の場合は、「×」を選択してくださ
い。）

○ 58.8%

38 Q56 センター主催の地域ケア会議の運営方法や、
市町村主催の地域ケア会議との連携に関する
方針を策定し、センターに対して周知している
か。

○ 71.3%

38 Q49 センター主催の地域ケア会議の運営方針を、セン
ター職員・会議参加者・地域の関係機関に対して
周知しているか。

○ ○ ○ ○ 85.0%

39 Q59 センター主催の個別事例について検討する地
域ケア会議に参加しているか。

○ 88.5%
39 Q50 センター主催の地域ケア会議において、個別事

例について検討しているか。
○ × × ○ 92.2%

40 Q61 地域ケア会議において多職種と連携して、自立
支援・重度化防止等に資する観点から個別事
例の検討を行い、対応策を講じているか。 ○ 88.0%

40 Q53 センター主催の地域ケア会議において、多職種と
連携して、自立支援・重度化防止等に資する観点
から個別事例の検討を行い、対応策を講じている
か。

○ × × ○ 83.4%

41 Q62 センターと協力し、地域ケア会議における個人
情報の取扱方針を定め、センターに示すととも
に、市町村が主催する地域ケア会議で対応して
いるか。

○ 80.6%

41 Q54 市町村から示された地域ケア会議における個人
情報の取扱方針に基づき、センターが主催する
地域ケア会議で対応しているか。 ○ × ○ ○ 91.2%

42 Q63 地域ケア会議の議事録や検討事項を構成員全
員が共有するための仕組みを講じているか。 ○ 79.8%

42 Q55 センター主催の地域ケア会議において、議事録
や検討事項をまとめ、参加者間で共有している
か。

○ × ○ ○ 86.2%

43 Q64 地域ケア会議で検討した個別事例について、そ
の後の変化等をモニタリングするルールや仕組
みを構築し、かつ実行しているか。

○ 69.2%

43 Q56 地域ケア会議で検討した個別事例について、そ
の後の変化等をモニタリングしているか。 ○ × × ○ 83.5%

44 Q65 生活援助の訪問回数の多いケアプラン（生活援
助中心のケアプラン）の地域ケア会議等での検
証について実施体制を確保しているか。

○ 60.5%

45 Q67 センター主催の地域課題に関して検討する地
域ケア会議に参加しているか。

○ 77.0%
44 Q51 センター主催の地域ケア会議において、地域課

題に関して検討しているか。
○ × ○ ○ 76.6%

46 Q68 センター主催の地域ケア会議で検討された内
容を把握しているか。

○ 88.6%
45 Q57 センター主催の地域ケア会議における検討事項

をまとめたものを、市町村に報告しているか。
○ × ○ ○ 92.0%

47 Q69 センター主催及び市町村主催も含めた、地域ケ
ア会議の検討内容をとりまとめて、住民向けに
公表しているか。

× 16.4%

48 Q70 複数の個別事例から地域課題を明らかにし、こ
れを解決するための政策を市町村に提言して
いるか。

○ 52.0%

12 9.0 9 2 6 9 7.8

92.3% 69.3% 100.0% 22.2% 66.7% 100.0% 86.2%

○ ○ 89.5%○ ○

平均点数・％ 平均点数・％

平均点数・個数 平均点数・個数

平均点数・％ 平均点数・％

平均点数・個数 平均点数・個数
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(5)　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援

49 Q71 自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメ
ントに関する市町村の基本方針を定め、セン
ターに周知しているか。 ○ 72.2%

46 Q58 自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメン
トに関し、市町村から示された基本方針を、セン
ター職員及び委託先の居宅介護支援事業所に
周知しているか。

○ ○ ○ ○ 83.6%

50 Q72 センター、介護支援専門員、生活支援コーディ
ネーター、協議体に対して、保険給付や介護予
防・生活支援サービス事業以外の多様な地域
の社会資源に関する情報を提供しているか。

○ 85.5%

47 Q59 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援のケア
プランにおいて、保険給付や介護予防・生活支援
サービス事業以外の多様な地域の社会資源を位
置づけたことがあるか。

○ ○ ○ ○ 96.7%

51 Q73 利用者のセルフマネジメントを推進するため、介
護予防手帳などの支援の手法を定め、センター
に示しているか。

○ 39.0%

48 Q60 利用者のセルフマネジメントを推進するため、市
町村から示された支援の手法を活用しているか。 ○ ○ ○ ○ 60.8%

52 Q74 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委
託する際の事業所選定について、公平性・中立
性確保のための指針を作成し、センターに明示
しているか。

○ 68.9%

49 Q61 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委託
する際の事業所選定の公平性・中立性確保のた
めの指針が市町村から示されているか。 ○ ○ ○ ○ 86.1%

53 Q75 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委
託する際のセンターの関与について、市町村の
方針をセンターに対して明示しているか。 ○ 68.6%

50 Q62 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委託
した場合は、台帳への記録及び進行管理を行っ
ているか。 ○ ○ ○ ○ 95.0%

54 Q76 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援にお
けるセンターの人員体制と実施件数を把握して
いるか。

○ 95.9%

6 4.3 5 5 5 5 4.5

100.0% 71.7% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 84.4%

34 26.0 31 24 28 31 27.3

97.1% 77.6% 100.0% 77.4% 90.3% 100.0% 88.1%

３　事業間連携（社会保障充実分事業）

55 Q77 医療関係者とセンターの合同の事例検討会の
開催または開催支援を行っているか。 ○ 75.6%

51 Q63 医療関係者と合同の事例検討会に参加している
か。 ○ ○ ○ ○ 83.9%

56 Q78 医療関係者とセンターの合同の講演会・勉強会
等の開催または開催支援を行っているか。

○ 83.3%
52 Q64 医療関係者と合同の講演会・勉強会等に参加し

ているか。
○ ○ ○ ○ 94.1%

57 Q79 在宅医療・介護連携推進事業における相談窓
口とセンターの連携・調整が図られるよう、連携
会議の開催や情報共有の仕組みづくりなどの
支援を行っているか。

○ 88.7%

53 Q65 在宅医療・介護連携推進事業における相談窓口
に対し、相談を行っているか。

○ ○ ○ ○ 85.5%

58 Q80 認知症初期集中支援チームとセンターの連携・
調整が図られるよう、連携会議の開催や情報共
有の仕組みづくりなどの支援を行っているか。

○ 92.6%

54 Q66 認知症初期集中支援チームと訪問支援対象者に
関する情報共有を図っているか。 ○ ○ ○ ○ 89.4%

59 Q81 生活支援コーディネーターや協議体とセンター
の連携・調整が図られるよう、連携会議の開催
や情報共有の仕組みづくりなどの支援を行って
いるか。

○ 92.4%

55 Q67 生活支援コーディネーター・協議体と地域におけ
る高齢者のニーズや社会資源について協議をし
ているか。 ○ ○ ○ ○ 92.2%

5 4.3 5 5 5 5 4.5

100.0% 86.5% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 89.0%

３　事業間連携　計　平均点数・個数 ３　事業間連携　計　平均点数・個数

２　個別業務　計　点数：個数 ２　個別業務　計　平均点数：個数

２　個別業務　計　点数：％ ２　個別業務　計　平均点数：％

３　事業間連携　計　平均点数・％ ３　事業間連携　計　平均点数・％

平均点数・個数 平均点数・個数

平均点数・％ 平均点数・％
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米沢市（基幹型地域包括支援センター）評価指標

１　評価結果

米沢市
R5年度調査

県（市町村）

R4年度調査

県（市町村）

R５年度調査

全国（市町村）

R4年度調査

全国（市町村）

R4年度

米沢市

R3年度

米沢市

1 1　 組織運営体制等 94.7% 83.3% 83.8% 85.6% 84.7% 94.7% 89.5%

2 2-(1) 総合相談支援 100.0% 89.0% 90.5% 86.9% 85.9% 100.0% 100.0%

3 2-(2) 権利擁護 100.0% 89.3% 88.6% 89.8% 88.4% 100.0% 100.0%

4 2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 100.0% 81.9% 80.5% 70.5% 70.0% 100.0% 83.3%

5 2-(4)　地域ケア会議 92.3% 74.7% 74.9% 69.3% 68.5% 92.3% 84.6%

6 2-(5)　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 100.0% 77.6% 76.2% 71.7% 70.2% 83.3% 83.3%

7 3　事業間連携（社会保障充実分事業） 100.0% 90.9% 91.4% 86.5% 85.7% 100.0% 100.0%

２　レーダーチャート

米沢市及び地域包括支援センター評価指標
１　評価結果

米沢市 おいたまの郷 サンファミリア 社協 成島園

1 1　組織運営体制等 94.7% 100.0% 94.7% 89.5% 94.7%

2 2-(1) 総合相談支援 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

3 2-(2) 権利擁護 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

4 2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

5 2-(4) 地域ケア会議 92.3% 100.0% 22.2% 66.7% 100.0%

6 2-(5) 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

7 3　事業間連携（社会保障充実分事業） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

２　市・全地域包括支援センターレーダーチャート

資料4-3
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おいたまの郷地域包括支援センター指標
１　評価結果

おいたまの郷
R5年度調査

県（センター）

R4年度調査

県（センター）

R５年度調査

全国（センター）

R4年度調査

全国（センター）

R4年度

おいたまの郷

R3年度

おいたまの郷

1 1　組織運営体制等 100.0% 91.2% 89.7% 90.6% 89.6% 100.0% 100.0%

2 2-(1) 総合相談支援 100.0% 95.2% 97.0% 92.7% 91.5% 100.0% 100.0%

3 2-(2) 権利擁護 100.0% 92.3% 93.2% 92.3% 91.0% 100.0% 100.0%

4 2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 100.0% 92.9% 89.0% 85.0% 82.0% 100.0% 83.3%

5 2-(4) 地域ケア会議 100.0% 88.1% 88.9% 86.2% 84.0% 100.0% 22.2%

6 2-(5) 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 100.0% 90.7% 89.3% 84.4% 83.2% 80.0% 100.0%

7 3　事業間連携（社会保障充実分事業） 100.0% 94.8% 94.2% 89.0% 86.9% 100.0% 80.0%

２　レーダーチャート

サンファミリア米沢地域包括支援センター

１　評価結果

サンファミリア
R5年度調査

県（センター）

R4年度調査

県（センター）

R５年度調査

全国（センター）

R4年度調査

全国（センター）

R4年度

サンファミリア

R3年度

サンファミリア

1 1　組織運営体制等 94.7% 91.2% 89.7% 90.6% 89.6% 94.7% 94.7%

2 2-(1) 総合相談支援 100.0% 95.2% 97.0% 92.7% 91.5% 100.0% 100.0%

3 2-(2) 権利擁護 100.0% 92.3% 93.2% 92.3% 91.0% 100.0% 80.0%

4 2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 100.0% 92.9% 89.0% 85.0% 82.0% 100.0% 66.7%

5 2-(4) 地域ケア会議 22.2% 88.1% 88.9% 86.2% 84.0% 100.0% 88.9%

6 2-(5) 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 100.0% 90.7% 89.3% 84.4% 83.2% 80.0% 100.0%

7 3　事業間連携（社会保障充実分事業） 100.0% 94.8% 94.2% 89.0% 86.9% 100.0% 60.0%

＊塗りつぶし箇所は、県平均値（右欄）を下回るもの

２　レーダーチャート
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米沢市社会福祉協議会地域包括支援センター

１　評価結果

社協
R5年度調査

県（センター）

R4年度調査

県（センター）

R５年度調査

全国（センター）

R4年度調査

全国（センター）

R4年度

社協

R3年度

社協

1 1　組織運営体制等 89.5% 91.2% 89.7% 90.6% 89.6% 94.7% 84.2%

2 2-(1) 総合相談支援 100.0% 95.2% 97.0% 92.7% 91.5% 100.0% 100.0%

3 2-(2) 権利擁護 100.0% 92.3% 93.2% 92.3% 91.0% 100.0% 100.0%

4 2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 100.0% 92.9% 89.0% 85.0% 82.0% 83.3% 100.0%

5 2-(4) 地域ケア会議 66.7% 88.1% 88.9% 86.2% 84.0% 100.0% 11.1%

6 2-(5) 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 100.0% 90.7% 89.3% 84.4% 83.2% 80.0% 100.0%

7 3　事業間連携（社会保障充実分事業） 100.0% 94.8% 94.2% 89.0% 86.9% 100.0% 100.0%

＊塗りつぶし箇所は、県平均値（右欄）を下回るもの

２　レーダーチャート

成島園地域包括支援センター

１　評価結果

成島園
R5年度調査

県（センター）

R4年度調査

県（センター）

R５年度調査

全国（センター）

R4年度調査

全国（センター）

R4年度

成島園

R3年度

成島園

1 1　組織運営体制等 94.7% 91.2% 89.7% 90.6% 89.6% 94.7% 94.7%

2 2-(1) 総合相談支援 100.0% 95.2% 97.0% 92.7% 91.5% 100.0% 100.0%

3 2-(2) 権利擁護 100.0% 92.3% 93.2% 92.3% 91.0% 100.0% 100.0%

4 2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 100.0% 92.9% 89.0% 85.0% 82.0% 83.3% 100.0%

5 2-(4) 地域ケア会議 100.0% 88.1% 88.9% 86.2% 84.0% 100.0% 33.3%

6 2-(5) 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 100.0% 90.7% 89.3% 84.4% 83.2% 80.0% 100.0%

7 3　事業間連携（社会保障充実分事業） 100.0% 94.8% 94.2% 89.0% 86.9% 100.0% 80.0%

２　レーダーチャート
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                            資料 4‐４ 

令和４年度地域支援事業実施状況 

地域支援事業 

地域包括支援センター（委託型）は、【地域包括支援センターの運営】のほか、市が実施する

下記の事業への協力を行っている。 

 主な事業内容 

介
護
予
防
・
日
常
生
活 

支
援
総
合
事
業 

【一般介護予防事業（全高齢者が対象）】 

介護予防把握事業、介護予防普及啓発

事業、地域介護予防活動支援事業、地域

リハビリテーション活動支援事業 

介護予防に関する知識の普及啓発や、地

域における介護予防に資する活動の育成・

支援を行う。 

【介護予防・生活支援サービス事業※（要

支援者等が対象）】 

訪問型サービス事業、通所型サービス

事業、介護予防ケアマネジメント 

リスクの高い高齢者を対象に要支援・要

介護状態になることを予防するための通所

型・訪問型サービス等の提供、状況にあっ

た適切なサービスが包括的かつ効率的に提

供されるよう必要な援助を行う。 

          

【地域包括支援センターの運営】 

総合相談支援業務 

地域のネットワーク等を通じた様々な相

談を受けて状況把握を行い、緊急の対応の

必要性を判断する。 

権利擁護業務 
専門的、継続的な視点から、高齢者の権

利擁護のための必要な支援を行う。 

包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

地域における連携・協働の体制づくりや

個々の介護支援専門員に対する支援等を行

う。 

介護予防ケアマネジメント 
要介護状態等の予防、軽減、悪化の遅延・

防止し、自立した日常生活を支援する。 

【社会保障充実分】 

在宅医療・介護連携推進事業 

在宅医療と介護を一体的に提供するため

に、医療機関と介護事業所等の関係者の連

携を推進する。 

生活支援体制整備事業 

多様な日常生活上の支援体制の充実・強

化及び高齢者の社会参加を一体的に推進す

る。 

認知症総合支援事業 

認知症になっても住み慣れた地域での暮

らしが続けられるように早期診断・早期対

応に向けた支援体制を構築する。 

地域ケア会議推進事業 

個別ケースを検討する会議から地域課題

の解決を検討する場まで一体的に取組み、

地域を包括的に支援する。 

任
意 

事
業 

介護給付費等適正化事業、家族介護者交流支援事業、成年後見制度利用支援事業、 

福祉用具･住宅改修支援事業、介護相談員派遣事業 

 

 

 

包
括
的
支
援
事
業 
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（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

① 一般介護予防事業 

高齢者を年齢や心身の状況によって分け隔てることなく、住民主体の通いの場の充実・ 

継続的拡大を図るとともに、リハビリテーション専門職等を活用した自立支援に資する取

組を行い、要介護状態になっても生きがい・役割を持って生活できる地域を構築するため

の事業を実施した。 

ア 介護予防把握事業 

   ◆高齢者見守り支援事業 

高齢者の心身の状況や支援の必要性を早期に把握し、高齢者の安心で自立した生活

の継続を支援するため、見守り訪問員（米沢市社会福祉協議会）が、週１回、介護保険

サービスを利用していない高齢者世帯等を訪問し安否確認を実施した。 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

訪問員数 6 6 6 6 6 

登録者数 133 130 131 144 144 

 イ 介護予防普及啓発事業 

介護予防に資する基本的知識の普及啓発に効果があると認められる事業を実施した。

     （令和 4年度から名称変更） 

◆元気アップ教室（平成 27年度～） 

運動、栄養、口腔、認知症等の介護予防に関する知識の習得、活動等を実施した。 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

事業所数 28 28 12 24 25 

開催回数 140 125 42 98 121 

参加者数 2,140 1,811 508 1,148 1,652 

 ◆脳はつらつ教室（平成 29年度～） 

認知機能を刺激する体操等、認知症予防に資するプログラムを実施した。 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

事業所数 1 1 1 1 1 

開催回数 36 36 24 36 36 

参加者数 665 547 294 503 563 

 ◆水中足腰しっかり教室（平成 30年度～） 

プールでの水中運動等を組み合わせた転倒予防を実施した。 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

事業所数 1 1 1 1 1 

開催回数 24 24 24 24 24 

参加者数 422 377 217 217 240 

 ◆体はつらつ教室（令和元年度～） 

専門職による体操指導のほか、栄養・口腔についてのフレイル予防を実施した。 
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  H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

事業所数  3 2 2 2 

開催回数  60 71 72 72 

参加者数  603 582 527 864 
 

◆「米沢はっぴぃ体操」の普及（平成 29年度～） 

平成３０年３月、本市オリジナル介護予防体操「米沢はっぴぃ体操」DVDを作成。以 

降、体験会の開催・チャレンジデーでの実施・各医療機関へのチラシ配布実施 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

高齢者が誰でも一緒に参加することのできる介護予防の地域展開を目指して、住民の 

主体的運営による通いの場の立ち上げおよび継続的活動の支援を実施した。 

◆住民主体の通いの場（シューイチ体操倶楽部）立ち上げ支援（平成 26年度～） 

米沢はっぴぃ体操・いきいき 100歳体操に取り組む地域活動組織の育成を行った。 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

新規設置数 
〔合計設置数〕 

3 
〔22〕 

6 
〔28〕 

5 
〔30〕 

1 
〔31〕 

4 
〔33〕 

参加者数 
〔合計人数〕 

13 
〔323〕 

45 
〔368〕 

76 
〔444〕 

59 
〔503〕 

42 
〔491〕 

◆住民主体の通いの場（シューイチ体操倶楽部）活動継続支援（平成 26年度～） 

体力測定や運動指導等、実施状況の把握および実地指導を行った。 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

実施回数 57 86 110 69 112 

参加者数 862 1,069 1,288 927 1,334 

◆介護予防推進員への活動支援（平成 27年度～） 

介護予防に関するボランティアの人材育成のための学習会を開催した。 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

推進員数 8 7 7 7 7 

実施回数 17 9 8 9 10 

〔介護予防推進員による地域活動内容〕 

 いきいきデイサービスでの運動指導、地域住民に対する運動指導等 

エ 地域リハビリテーション活動支援事業（平成 29年度～） 

通いの場等に対してリハビリテーション専門職を派遣し、高齢者の能力評価・改善可

能性の助言等、介護予防の取組に対する技術的指導を実施した。 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

派遣団体数 7 5 6 8 11 

派遣回数 14 11 13 17 25 

② 介護予防・生活支援サービス事業 

要支援者等に対して、要介護状態となることの予防・状態軽減・悪化防止および日常生 

活の支援を行うことにより、活動的で生きがいのある生活を送ることができるよう、介護 

サービス事業所の専門的なサービスに加え多様なサービスの充実による地域の支え合い 

体制づくりを推進するための事業を実施した。 
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ア 通所型・訪問型介護予防事業 

高齢者の生活機能を改善するための運動機能向上や栄養改善等を内容とした、リ 

ハビリテーション専門職等による３～６か月の短期集中型サービスを提供した。 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

通所型参加者数 20 14 5 4 8 

訪問型参加者数 0 0 2 0 0 

イ 介護予防ケアマネジメント 

介護予防事業・介護予防給付が効果的かつ効率的に提供され、高齢者自身が健康増進 

や介護予防に向けた取組を主体的に行うよう、自立支援に資するケアマネジメントを実

施した。 

◆ケアプラン作成数 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

作成件数 3,916 4,470 3,996 4,116 4,196 

（２）包括的支援事業 

① 地域包括支援センターの設置・運営（平成 18年度～） 

地域の高齢者の健康維持、保健・福祉・医療の向上、生活の安定のために必要な援助、 

支援を包括的に行う中核機関として地域包括支援センターを設置し、地域包括ケアシステ

ム構築のために必要な業務を実施した。 

令和元年１０月より一部地区割を再編し地域型センターを中地区に増設、直営型センタ 

ーをセンター間の総合調整や後方支援を行う基幹型センターへ変更した。 

地
域
型 

地区名 名    称 運営法人 

東地区 おいたまの郷地域包括支援センター 社会福祉法人 敬友会 

西地区 
米沢市社会福祉協議会地域包括支援センター 

社会福祉法人 
米沢市社会福祉協議会 南地区 

北地区 成島園地域包括支援センター 社会福祉法人 緑成会 

中地区 サンファミリア米沢地域包括支援センター 社会福祉法人 米沢弘和会 

〔基幹型〕 米沢市地域包括支援センター 米沢市 
 

ア 総合相談支援業務 

地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことがで 

きるよう、地域における関係者とのネットワークを構築するとともに、高齢者の心身の

状況や生活の実態、必要な支援等を幅広く把握し、適切な保健・医療・福祉サービス、

機関または制度の利用につなげる等の支援を実施した。 

◆総合相談件数 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

相談件数 8,160 9,340 9,791 10,265 10,370 

◆高齢運転者の生活支援等に係る警察署との連携対応（平成 29年度～） 

平成２９年１２月より、警察署へ相談に訪れた高齢運転者が運転免許返納後の生 

活支援等に関して地域包括支援センターによる支援を希望した場合、運転免許返納 

者の情報を共有、相談や情報提供等の必要な支援を実施した。 
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 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

相談件数 22 10 5 1 0 
 

イ 権利擁護業務 

関係者の支援だけでは十分に問題が解決できない、適切なサービス等につながる方法 

が見つからない等の困難な状況にある高齢者が、地域において尊厳のある生活を維持し、

安心して生活できるよう、高齢者の権利擁護のための必要な支援を実施した。 

◆権利擁護に関する相談 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

相談件数 280 268 250 257 283 

◆高齢者虐待に関する相談 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

相談件数 638 443 285 253 209 

◆消費者見守りサポーター養成講座（平成 27年度～） 

消費者被害を早期発見し、相談窓口への通報など見守り活動を行う消費者見守り 

サポーター及びサポーター養成講座の講師となる消費者見守りメイトを養成した。 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

養成講座開催数 22 35 11 13 14 

養成人数 
〔合計人数〕 

158 
〔1,597〕 

588 
〔2,185〕 

84 
〔2,269〕 

86 
〔2,355〕 

80 
〔2,435〕 

講師養成開催数 1 1 0 1 1 

講師養成数 

〔合計人数〕 
12 

〔80〕 
9 

〔89〕 
0 

〔89〕 
20 

〔109〕 
20 

〔129〕 

ウ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、介護支援専門員をはじめ 

とする多職種相互の協働による包括的かつ継続的な地域における連携・協働の体制づく

り、個々の介護支援専門員に対する支援を実施した。 

◆介護支援専門員に対する個別支援 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

相談件数 344 314 234 307 296 

◆支援困難事例に関する介護支援専門員への助言等 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

相談件数 139 135 128 179 115 

◆ケアプラン作成指導等 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

相談件数 455 448 292 269 231 

 ◆質の向上のための研修 

◎介護支援専門員連絡協議会研修会 

介護支援専門員で組織する米沢市介護支援専門員連絡協議会が資質向上・自己 

研鑽を目的として、地域包括支援センターとの協働により開催。 
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 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

開催回数 4 4 １ １ 2 

◎地域包括支援センター担当地区別研修会 

地域包括支援センターが担当地区内の介護支援専門員に対する支援として開催。 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

開催回数 9 6 4 9 9 

◎ケアマネジメント向上研修会（平成 30年度～） 

地域共生社会の実現に向けて、制度横断的な対応を可能とするための連携体制 

構築を目指し、年１回、相談支援専門員（障がい）と介護支援専門員との合同研

修を実施。その他、直営型センターを中心に介護支援専門員の資質向上のため必

要に応じて開催。（※R2・R3 年度は新型コロナ感染症の影響により中止） 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

開催回数 2 1 0 0 0 

◆新規ケアプラン確認指導（平成 30年度～） 

新規作成されたケアプランについて記載要領等を参考に内容を確認、助言等を記 

載した確認票により介護支援専門員への指導等を実施。 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

確認件数 468 424 354 250 250 

エ 介護予防ケアマネジメント 

要支援認定者に対し、予防給付が効果的かつ効率的に提供されるよう、適切なケアマ 

ネジメントを行う。 

◆予防給付ケアプラン作成数 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

作成件数 1,663 2,110 2,401 2,968 3,024 
  

 ② 在宅医療・介護連携支援事業（平成 29年度～） 

在宅医療と介護を一体的に提供するために、医療機関と介護事業所等の連携を支援する 

機関として、米沢市立病院に在宅医療・介護連携支援センターを設置し、調査や研修会・

講演会の開催等、必要な業務を実施した。 

 ◆講演会 

 内 容 

H30年度 
住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けるために 

(寸劇･シンポジウム) 

R元年度 泣き方を忘れていた…母の介護、見送り、そしてそのあとに 

R2年度 

住み慣れた地域で生きて逝くために元気なうちから考えてみませんか 

(おいたまの郷地域包括支援センター主催「家族介護者の集い」にて

寸劇) 

R3年度 
映画「ピア～まちをつなぐもの～最期の願いは僕たちが支える」 

（オンライン上映会） 
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R4年度 
住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けるために元気なうちから考え

てみませんか ～おしょうしなノートを使ってみよう～ 

◆発行 

 名 称 

H30年度 在宅医療を実施している診療所・訪問看護ステーション一覧 

R元年度 米沢市在宅医療情報一覧 

R2年度 
おしょうしなノート【米沢版エンディングノート】 

医療と介護のパンフレット 

R3年度 在宅医療処置一覧、医療と介護のパンフレット 

R4年度 
在宅医療一覧、医療と介護のパンフレット 

おしょうしなノート【米沢版エンディングノート】 

 

③ 生活支援体制整備事業（平成 30年度～） 

高齢者の多様な日常生活上の支援体制の充実・強化を図るため、関係者のネットワーク 

化や生活支援等サービスの提供体制構築に向けた推進役として、生活支援コーディネータ

ー（米沢市社会福祉協議会５名）を配置し、社会資源・住民主体の活動の把握等を実施し

た。 

◆生活支援コーディネーター訪問活動数 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

訪問回数 267 277 353 865 551 

◆講演会 

 名 称 

R3年度 米沢版地域のお宝発表会 

R4年度 米沢版地域のお宝発表会 

◆発行 

 名 称 

H30年度 地域のお宝情報誌 

R元年度 通いの場事例集 

R2年度 通いの場事例集、生活お助けガイドブック 

R3年度 生活お助けガイドブック 

R4年度 生活お助けガイドブック 

 

④ 認知症総合支援事業 

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続けるこ 

とができるよう、認知症の早期対応、医療・介護の連携構築及び日常生活支援を実施した。 

ア 認知症サポーター等養成事業 

認知症になっても安心して暮らせるまちを目指し、認知症の人やその家族を見守り支 

援する認知症サポーター及びサポーター養成講座の講師となるキャラバン・メイトを養

成した。 

◆認知症サポーター養成講座（平成 21年度～） 
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 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

養成講座開催数 60 50 23 29 42 

養成数(人） 
〔合計人数〕 

875 
〔6,837〕 

647 
〔7,484〕 

334 
〔7,818〕 

267 
〔8,085〕 

412 
〔8,497〕 

講師養成開催数 
（県主催） 

2 1 1 1 1 

講師養成数(人) 

〔合計人数〕 
13 

〔139〕 
20 

〔159〕 
10 

〔169〕 
1 

〔170〕 
8 

〔178〕 

イ 徘徊高齢者等支援事業（平成 27年度～） 

認知症等で行方不明になる恐れのある高齢者の事前登録（事前登録制度「かえっぺ」） 

を行い、警察署との情報共有・早期発見・保護時の身元確認の支援を実施した。 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

新規登録者数 29 40 25 26 32 

登録者総数 105 145 170 196 228 

ウ 認知症初期集中支援推進事業（平成 27年度～） 

平成２７年１０月より、認知症が疑われる人等に対し、適切な医療・介護サービスに 

つなげていくための医師をはじめとした専門職による支援チームを米沢こころの病院に

設置し、地域包括支援センターからの相談対応や助言・指導のほか個別事例対応等、必

要な支援を実施した。 

エ 認知症地域支援推進員設置事業（平成 26年度～） 

認知症の人に対し、状態に応じた適切なサービスが提供されるよう関係者の連携支援 

や、地域の実情に応じた地域支援体制の構築を行う推進員を地域包括支援センター（直

営型３名・委託型７名）に配置し、必要な支援を実施した。 
 

⑤ 地域ケア会議推進事業（平成 28年度～） 

平成２８年１２月より、高齢者の自立支援に向けたケアマネジメントを促進するため、 

リハビリ系専門職を助言者とした個別事例検討（自立支援型地域ケア会議）を開催し、介

護支援専門員の資質向上や地域課題の把握等を実施した。 

 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 

開催回数 18 23 17 20 24 

検討事例数 37 46 35 48 62 

 

  


